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 When we refer to economic theory of information, it includes how uncertainty affects decision making, 

what characteristics information goods  have what information activities  are,what kind of effects information 

sectors have, and so on. 

 In this paper, we examine the characteristics of information goods (invisible, easy to be conveyed, able to 

be copied with lower cost, individable in supplying and  consuming, hard to be priced). 

 Then we especially focus on R&D at firm as an internal information activity, dealing with the problems 

such as why R&D activity is done within an organization and whether R&D output can share the same 

characteristics of ordinary information goods or not. 

 In addition, we discuss difficulty in evaluating R&D output which is an information  "input" for the 

production sector of the same firm and management of R&D projects they are engaged in simultaneously.

1.は じめ に

情報経済学 と一口にいっても、不確実性の経済の下で意思決定をする際、'必要 とされる情報の

特徴 を分析するもの、情報を一つの財 として考え、従来の経済財の枠組みで捉 えることができる

かを検討 した り、情報財の持つ新 しい経済的な特性を考 えるもの、情報を生み出 してい く経済的

な活動の位置づけを考えるもの、情報産業 を定義 してその産業の規模や連関効果を計量的に把握

するもの、など多岐にわたる。

ここでは、情報 という財が どの ような特徴 を持 った財 を範疇 に含むのか、情報財の一般的な捉

え方 をまとめ、そのうえで、企業が行っている研究開発(R&D)活 動を組織内部の 「情報活動」

として考える。R&D活 動が生み出 している技術的な知識は、情報財の特徴を部分的にもつ一方、

R&D活 動な らではの独特な性質をもっている。

さらに、その特異性の故にR&D活 動の評価や予算配分、管理 などは通常の経済活動におけるそ

れとはかな り様子が異なる。それ もあわせて検討する。
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2.情 報財のとらえ方 経済財 としての特徴

大平 ・栗山(1995)で は、財 として情報 を認めるには次の三つの条件 を満たすことが必要だと

している。第一に、その情報 をある媒体に記録あるいは複製ができること。第二に、複製の際に

は、オリジナルの生産ほど資源は投入 しなくてよい。第三 に、情報は複製されてもオリジナル と

同 じ価値があること、の三点である。

つまり、情報財は低 コス トでコピーが可能であ り、従来の企業行動理論の枠組みの中で考 えれ

ば、企業が積極的に情報財 を生産するインセ ンティブはない。少な くともファース ト・ムーバー

にはなりにくい。新たな情報財を自らが コス トをかけて生産 しなくとも、先駆者の生み出 したも

のを、先駆者 よりも低 コス トで同じように生産可能だからである。大平 ・栗山の第三の条件が保

証 されていれば、追随者は、低コス トの分、利潤が先駆者 よりも多 くなると考えられる。

こうした状況下では、情報財市場への情報財の供給が過少になる(い わゆる排除不可能性ある

いは非占有性による過少生産)。 社会的に望ましい水準の生産量を得るためには、情報財 に対 しそ

の便益を保証することを、生産者に制度上約束 しなければならない(特 許制度、著作権など)。

情報財の持つ性質を列挙 し、かつ具体的に情報財がそれぞれどの ようにその性質 を持ち合わせ

ているか、詳 しく検討 したのが廣松 ・大平(1990)で ある。*1

情報財の性質が、物的財 のそれと明 らかに異なる要因は、情報 というものが目に見 えない、か

つその内容が伝達 されやすいことにあるためだと考えられる。

しかも、伝達される情報財は、物的財 と異な り、生産者の任意の分量で供給 を区切 ることがで

きない。たとえば、「デザイン」の場合、完成 したものが全体 として意味をもつのであって、デザ

インの分割供給 はされない。デザインの内容は、伝達される前は全 く不明だが、ひとたび公表 さ

れれば、すべてが知 られることになる。 このことは、デザ インの需要者にとって 「不確実性」を

与 えている。事前にその情報の内容を知 らないために、あるいは、需要者 にとって結果的に不必

要な財、満足のいかない(効 用が高まらない)財 の可能性がある場合で も、情報財を購入す るこ

とになる。従来の財が、効用を高めることを確実 に認識 して購入されるのと対称的である。

そして、情報財の価値は、市場で取 り引きされている場合 にはその価格で直接 に、取 り引きされ

ていない場合 には、情報財の利用によって新たに生み出されるものの価値で間接的に把握される。

企業の場合、情報財の利用 による生産性の向上 などが代表的な例であろ'う。他の経済主体か ら

情報財 を購入せず、物的生産 に中間投入 として情報財を利用 しているのであるか ら、コス トでと

らえることも多い。

どのような需要者が対象になるかに依存 して、情報財の供給側 にとって果た してその財の市場

価格が成立す るか どうか、不確定な面がある。需要者側か ら見て、情報財は次の二つの側面にお

いて限定的な価値 を持っている。第一 に、霄要者が消費者であれ企業であれ、特定の需要者のみ

が欲する情報財があ り、必ず しも需要量は価格 に依存 しないことがある。極端 な例では、ある情

報財の需要者が唯一であるとき、一般的な競争市場は存在せず、限定 された需要者のみがその財

の価値 を認めていることになる。第二に、情報財を購入 しその消費にあたって、何 らかの前提条

件が課せ られる場合がある。たとえば、その財の利用には先行投資が必要であった り、他の財 ・

サービスとの結合消費が必要なときである。その際、それら前提条件 を満たす ことので きない潜

在的需要者 は、この情報財の購入 をあきらめるか、その条件を満足するよう行動 し濠ければなら
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ない。

すなわち、このときこの財の市場には需要者 にとっての 厂参入障壁」が存在 している。

前述 した情報財の もつ性質 と、こうした情報財の価値が必ず しもその価格で把握 されない限定

性を考えれば、情報財の市場は成立 しない こともあ り、さらに、成立 した市場において価格調整

メカニズムが働かないことになろう。

3.企 業組織内部の情報活動:研 究開発活動の位置づけ

企業の内外で さまざまな 「情報」が生産 されてお り、経済活動上の意味が企業にとって無視で

きないことは明白である。 したがって、「情報財」 にはそれを生産する主体、取引形態によって全

く異なった機能があ り、ひとくくりにすべ きではないことがわかる。

情報経済学の系譜の中で、マッハループの 「知識産業」*2の 考 え方が必ず紹介されるが、情報

財 をその機能により区分 して、果た している役割を分析 したという意味で、ポラト(1982)の 研

究の方が意義深い。市場で取 り引 きされている情報、すなわち情報財の生産を主たる活動 として

いる部門だけでなく、組織内部で生み出 し消費 されている情報 にも注 目したのである。*3マ ッハ
ループの分類に従うと、産業 として部門が成立 しているものと、企業等組織内の活動が主 となっ

ていて、産業部門として成立 していない(た とえば研究開発)も の とが混在 して しまう。

情報財の生産活動の分析がなされる以前は、宮沢(1963)の ように、一国経済を製造業(物 的

生産部門)と サービス業の二部門に分けて、その依存関係 を産業連関表を用いて明 らかにした研

究もあった。 しか し、その時点で、 日本経済の構造は製造業中心であ り、サービス業の活動は製

造業の発展に依存 している形であった。サービス業の内容が物的生産活動のために必要 とされる

ものは、中間財的に把握 しようとしているのだが、そういったサービスが果た して前述 した情報

財 を含 んでいるのか。少な くとも組織内で生産され消費されている情報財 は意識 されていない。

多 くの研究 をみれば、情報産業 を分析するのか、それ とも情報財の分析 をするのか、いささか

混同 しているように思われる。大平 ・栗山の指摘する 「情報の産業化」 と 厂産業の情報化」の違

いである。

そこで、ここでは議論 を、企業がその組織 内部で行っている情報活動 にしぼって、その目的、

特徴を考えることにする。

(1)R&D活 動が内部化 される必然性

企業が行っている情報活動 には、主として、市場調査、広告、研究開発(R&D)活 動の三つが

ある。いずれも、その企業の生産活動に付随 した活動であ り、売 り上げあるいは利潤最大化 を目

指すうえでの戦略的な意味をもっている。R&D活 動 を情報活動に含めるのは、この活動によって

生み出されるのが 「技術的知識」 どいう情報財だか らである。

市場調査や広告の活動が晴報の収集 ・加工 ・提供 を目的 とするのに対 し、R&Dは 情報の生産で

ある点が大 きく異なる。

広告活動のねらいは製品の差別化であ り、市場調査 は需要の見極めであるか ら、いずれも販売

戦略 として恒常化 してお り、生産活動についての不確実性に影響は与えない。外向きの活動 とも

言える。
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一方、R&Dは 新技術の開発であ り、新 しい生産プロセスや新製品を生みだ してい くという、内

向 きの活動である。生産技術の変化が結果 として期待されているが、確実に成功するわけではな

い。新 しい技術 は、いままでの生産 コス トを引 き下げることに貢献 した り(プ ロセス ・イノベー

ション)、新たな製品を生産 し成熟前の市場へ利潤 を求めて参入することを可能にする(プ ロダク

ト・イノベーション)。

このように考 えると、企業が行 う情報活動の うち、広告 と市場調査は外部に委託す る形は容易

にあり得 るが、R&Dに 関しては、外部化 されにくい傾向があることがわかる。

R&Dと い う情報活動 を外部化 しないことのメリットは、生産技術 に関わる知識の機密性が保た

れる可能性が よりあると期待される点である。むろん、技術的知識 には、外部へ と内容が伝 わりや

すいとい う情報財の性質がある。 しか し、R&D活 動 をその企業組織内部で行うことによ り、生み

出された知識が、単に流れ出ただけでは模倣されないような工夫がで きる。 もし、R&Dを 外注 し

たり外部から技術的知識を購入 した場合、同じ知識の需要者へ簡単にspilloverが生 じる。それによ

って、その知識の新規性は瞬 く間に平準化 し、それを利用 した生産活動による利潤の独占は望めな

くなる。もっとも、R&D専 門の経済主体はなかなか成立せず、R&D市 場ので きにくい面 もある。

また、いま企業がどの ような技術的needsを もっているかは、自らがもっともよく把握 している

はずであ り、そのneedsやneedsの 変化に素早 く対応するにはやは り内部 に研究部門を抱えていた

方が よい と言 える。

反対に、外部化 しないことのデメリットは、研究 ・開発 に対 し企業が投資 をすると、成功す る

かどうか確実でない というリスクを負 う点である。投資 したR&Dが 失敗 に終わると、そのコス ト

は回収で きず にサ ンクコス ト化する。 もし外部から成功 した研究成果だけを購入できれば、技術

の不確実性 に伴 う回収困難なコス トは負担せずに済むのである。

ただ、生産技術 に関わる知識の要素には、製品特性的な面 と、企業特性的な面がある。後者は、

前述 した研 究開発の際の失敗をも 「負の知識財産」 として含むことも考えられるため、次のプロ

ジェク トにそれが生かされてい く場合には、必ず しも失敗はすべてがサ ンクコス トとは限 らない

であろう。

大平 ・栗山の計測では、日本の経済構造上、情報活動が生み出す付加価値は、組織内の情報活

動の方が、情報支援財や情報サービスのそれよりも大 きいとなっている。自家消費的形態の企業

内活動は、実はかな り経済的意義 をもっているのである。

(2)内 部組織の経済学からのアプローチ:分 業 と取引コス ト

いわゆる内部組織の経済学の考え方か らも、R&D部 門が企業 の組織内部 に形成 されることが説

明できよう。

企業活動が、財 ・サービスの生産部門と、技術開発のR&D部 門に分けられるとすれば、内部組

織 において分業体制になっていることと同 じである。 この場合、生産 とそれに関わる技術の改

良 ・開発 とい う専門分野を業務内容 にもつのであるか ら、水平的分業である。組織上部か らの

「刺激」 によってR&Dが 営まれているのではない。

外部にR&D活 動を委託 しないのは、市場 よりも内部組織の方が、より適切な成果をより低 コス

トで効率 よ く伝達 しているか らにほかならない。市場が選ばれるのか、組織が選ばれるのか、そ

の基準の一つは 「取引コス ト」である。

R&D成 果 を組織内で取 り引 きしている際には、当然、その所有権 の移転はない。
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一方、R&Dを 外注 し、成果を市場取引 を通 じて手に入れると、内部取引よりも取引コス トが大

きくなる可能性がある。

取 り引 きされる技術的知識は、購入する際に自社への適応性 を判断する必要が生 じる。

そのために資源、時間、ヒ トが投入され、その分の機会費用が取引コス トに付加 されるのである。

また、R&Dを 請け負う側が、発注内容によっては、R&D成 果に企業特性 を付与 しなければならず、

この場合は成果の需要者が一人 とな り、独占市場 を形成す る。このとき、R&D成 果の価格は上昇

し、取引交渉 も活発になり、結果的に取引コス トの増大 を招 く。

これを踏まえると、R&Dの 内容が基礎的な ものであるうちは、企業特性の程度が低 く、外部に

委託 し市場取引がなされる可能性 もあるが、応用 ・開発段階になるにつれて、内部取引が選択 さ

れてい くことがわかる。

R&D成 果を市場取 り引きしないときには、どのような機会費用 を払 う可能性があるだろうか。

今井 ・伊丹 ・小池(1982)で は、R&Dを 内生化すると、生産部門や販売部門とR&D部 門とでは、

インセ ンティブや行動様式が異 なり、そのため組織全体の効率が低下すると指摘 しているが、内

部取引の際にかかる取引 コス トはいわばモニタリングあるいはマネジメン トのための費用であり、

市場取引のコス トを上回って組織の効率 を低下させるほど大 きいものとは判断で きない。

モニタリングの費用 とは、 この場合、生産部門がR&D部 門へ提示 した研 究計画に基づ いて、

R&D活 動が行われているか、組織内分業の進捗状況 を知るための費用である。生産部門か らの要

請が、現在の中心的な製品に関わるか、新規事業の足がか りなのか、いずれにしろR&D活 動の進

み方は企業戦略上決定的である。

また、マネジメン トの費用 として考 えられるのは、第一 に、部門間のインセンティブの強 さが

異なる場合、たとえば生産部門の要請内容が研究側からみて開発意欲がわかないとき、あるいは

逆にR&D部 門としては興味のある研究内容で も生産部門ではその技術 を用いた製品を市場に供給

する意欲のない とき、発生する部門間の調整費用である。第二に、R&D活 動がプロジェク ト形式

で行われていれば、プロジェク ト問の予算配分のために、プロジェク トの事前評価や管理方法 な

どの検討が必要 となって、費用が発生する。

R&Dに 関する評価や予算配分 については後に4.(2)で 詳 しく検討することにする。

では、内部分業によって(1)ど ういった 目的を達成 しようとしているのか、(2)部 門間で伝達

されるものは何か、(3)部 門間で配分されるものは何か、(4)部 門間で再分配 されるものは何か、

を考える。

まず 目的についてであるが、生産部門は短期的には利潤の最大化 もしくは売 り上げの最大化 を

目的 としている。ところが、同 じ産業内で(つ まり直面 している市場が同 じ企業の場合〉均衡状

態になれば利潤は理論上ゼロとなることが予想 される。その状態を打破するためには、技術の変

化をもたらして生産コス トを下げ利潤 を独占するか、まだ均衡 に達 していない市場に参入をはか

るか、いずれ にしろ生産技術の変化 を自ら創 り出さなければならない。それを実現するため、内

部組織上、R&D部 門を抱えることになる。

2つ の部門間で伝達されるものは、生産部門からR&D部 門に対 して、 どういった生産技術が必

要かという研究計画である。この計画には、意志決定部門を通 じて、予算や期間なども示 されよ

う。期限が伴 うのは、ある程度のプロジェク トの成功失敗の見通 しを立て、期限を切 ることによ

って失敗の際のサンクコス トを膨張させないためであった り、また、他企業が同様の研究開発に

成功 しないうちに成果を挙げなければ技術の差別化 にはならないからである。R&D部 門から生産
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部門に対 しては、要請のあった技術がR&D成 果 として伝達される。研究計画、成果いずれも情報

の形態 をとる。

部門間で配分 されるものは資本と労働であるが、2つ の部門が専門分野を持つことか ら、労働は

企業内で均一とは考えられず、R&D部 門へは技術に関する専門職が配置 されよう。資本に関 して

も生産部門 とR&D部 門とが区別される。

このことは、第4の 問題点、すなわち再配分 に関わる。通常、生産活動に参加 した生産要素に所

得が分配される構造だが、R&D活 動に投入 された要素へは直接的な所得 を生んでいないことから、

分配 されるべ きものがない。R&D部 門は、それ自身による利潤の獲得 を目指す ものでなく、組織

全体の成長の基礎 を担 う。R&D成 果が生産活動の中で利用 され、生産活動が所得を生 むので、生

産要素への分配がされ尽 くされれば、R&D要 素への還元はないのである。 したがって、R&D成 果

への報酬、あるいは対価は、要素所得では把握で きないことになる。

4.研 究開発活動の情報活動上の特異性

(1)一 般的な情報財 との比較

R&D活 動が、経済財 としての情報=技 術的知識を生み出しているとすれば、その性質は一般的

な情報財のもの とどの程度合致するのか、あるいは、R&D活 動ならではの特異性 をもつのか。

まず、R&D活 動のoutputで ある知識は、情報財が もつ とされる 「公共財的性格」を完全に備え

ているとは言 えない。情報の形態をとる知識あるいは製品等 に体化 された技術的知識は、確かに

知識の開発者以外へ とその内容が伝播する。 しかし、伝播 しているのは知識のすべてではない。

また、仮 にその技術 開発 に投資せず してすべてを知 り得たとしても、それを生産活動 に生かすこ

とが可能かどうかは不明である。これは前節で述べた知識の企業特性 を反映 している。

第二に、情報財の特徴 として市場での 「非対称性」が挙げられるが、そもそもR&Dに 関 してそ

の成果が、市場 を通 して取 り引 きされることはまれである。R&D活 動 を組織内部の情報活動とし

た方が望ましい理由は前述 したとお りである。技術的知識 には、それを開発 した個別主体の固有

性が付帯 され(そ の主体がそれまでに蓄積 した技術的知識のス トックで表現 されよう)、知識の需

要者にとって一般性 の占める部分は少 なく、また、需要者 自身の知識ス トックにも依存 して、そ

の知識の価値 は異なる。たとえばその知識に関するR&D活 動が必要ですでになされている場合 と、

R&Dが 必要 とされていなが らコス トを負担できていない場合である。 したがって、もし 「非対称

性」があるとすれば、それは情報財 としての非対称性ではな く、個別主体 の技術的特性に依存 し

たものとなっているはずである。

第三に、情報財は、オリジナルの生産者が生産す るよりも低 コス トで、時にはコス トをほ とん

どかけずに、コピーできるとされる。 しかし、技術情報は前述 したように、生産主体の技術上の

固有性 を反映 してお り、その場合 に、果たして低 コス トで同様のものを生産できる保証はない。

まして、その技術情報 を利用(消 費)す るにあたって、付加的に技術的知識が必要 となるならば

(情報の結合消費の形態)、簡単にはコピーできないことになる。
一方で、R&Dの 成果は 「不可分割性」の性質をもつ。技術情報は一つの体系 として初めて意味

がある。たとえば、ある新製品の生産技術が開発 されたとしよう。一口に技術 といっても、生産

技術は様々な技術要素から成 り立っている。いわば、数多 くの科学技術分野 に属する個別の技術
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が くみ合わさって、一つの生産技術 を構成 し、その組み合わせが異なればまた違 う技術にもなり、

また、新 しい組み合わせが開発 されたりもするであろう。 したがって、R&D活 動における基礎研

究とは 厂技術要素」それ自身の開発に近 く、応用研究 ・開発研究の段階になれば技術要素の新た

な組み合わせの開発である。

この とき、生産技術 に関する情報がその一部分、たとえば、組み合わせた技術要素の種類がわ

かって も、組み合わせた方が公表されなかったり、組み合わせる際に必要 とされる知識が公開 さ

れなければ、結局 この生産技術 を利用することはで きない。 したがって、技術情報 には情報財の

もっている 「不可分割性」 の性質がある。このことは、前述 した、知識は容易には模倣できない

性質を実は裏づけている。

(2)R&D活 動の評価 と資源配分

内部消費される情報財 を生み出すR&D活 動であるが、企業のもつ資源 を投入 し行われている以

上、他部門との関連で限られた資源の効率的 な配分を考えなければならない。

R&D部 門への資源投入は 「投資」の性格 をもつ。一般的に考えて、今期の活動が今期の生産活

動に貢献 し、投下 した資金 を回収することはできないか らである。 しかし、通常の投資と比較 し
、

て異なる点がある。

第一に、R&D活 動の不確実性は、一般 に言 うところの投資 リスクと同質であろうか。投資の場

合の リスクとは、確率的な要因によってその変動が存在することをいい、それは統計的に評価 し

て投資行動 に盛 り込む。一方のR&Dに 関する不確実性 は、いわば評価できないかまた予測 できな

いものである。

第二に、R&D活 動の失敗は、必ず しも完全なる失敗ではない点である。一般の投資は失敗すれ

ば資金回収 を望めないが、R&Dの 失敗は企業にとって一つの 「学習」であるため、新たな技術的

知識の蓄積 とも考 えられ、将来のR&D活 動、生産活動に貢献する可能性がある。

第三に、 もしR&Dに 対 しても、投資の限界効率の考え方を適用するならば、R&Dの もたらす収

益の割引現在価値 を導 くための利子率が存在するだろうか。これは非常に想定 しにくい。

さて、R&D活 動 に資源 を投入するにあた り、活動の評価 が必要 となる。R&D活 動の評価 は、

個々のプロジェク トについてなされるものと、企業が同時に複数のプロジェク トを並行 して行っ

ている場合には、全体の調整のためになされるものの2つ に大別 される。そ して、プロジェク トの

マネジメン トを常 に考えることも必然的に要請 される。

プロジェク トごとの評価 とは、その研究開発期間が、通常一会計期間に収まらな くとも、期毎

にコス トを見積 もるために必要な中間的評価 である。R&Dの 特質として、前述 したように、同じ

会計期 間内では費用 ・収益の対応はつかず、評価 にその基準 を用いることは好ましくない。期毎

にプロジェク トの見直 しをはかる際には、累積 コス トと総予算 との比較、活動成果としての技術

的知識が、果たして当初の目的にそったものであるかという対応関係、 また逆に予期 しない画期

的成果であった場合には目標の修正、といった評価基準があると考えられる。プロジェク トの成

果のみに着眼する最終評価 よりも、こうした中間的評価がR&Dに とって重要である。

第二の評価、全体の調整 とは、R&D部 門へ どの程度の資源 を配分するか、複数のプロジェク ト

に、その限られた資源 をどのように割 り振るか、そ うしたマネジメント的評価である。この評価

は、R&Dプ ロジェク トは単 にコス トの比較だけでは不十分であるため、困難 を伴う。

個別プロジェク トは、それぞれに目標を掲 げているが、一つのプロジェク トの成果が汎用性を
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もつ場合、特定の生産活動 に利用 されるばかりではない。基礎研究に近ければ近いほど、企業全

体 として共有できる技術的知識の追加的蓄積 とな り、他のR&Dプ ロジェク トの活動に影響 を与え

る。 したがって、あるプロジェク トの成果の 「性格」を評価 し、R&Dの 進捗状況 を踏まえ、現状

のR&D全 般 にわたって見直すこともあ り得る。

また、企業戦略上、新規のプロジェク トを開始するかどうかの判断は、第一 に、すでに進行中

のR&Dに 関連 して必要であるかどうか、第二に、今までのプロジェク トの方針を変更 し中止する

ものがあるか どうか、第三に、生産活動における新規参入な どの際、全 く新 しい技術的知識の創

造が必要 となるかどうか、 といった基準が考えられる。

しか し、R&D活 動の評価、特 に第二の評価 については、プロジェク ト間の比較は可能か という、

根本的な問題を常 に抱えている。

比較する指標 としては、各プロジェク トのコス トと成果である。それぞれのコス トが、その合

計でみて企業の負担能力 を上回る場合 には、いずれかのプロジェク トを断念することになる。技

術的に要請 されるR&Dの 必要最低水準が存在すれば、各プロジェク トの予算 を均等に削減す る形

で、全体の コス トを抑制することはできないからである。この とき、断念するプロジェク トの選

択に際 し、経営戦略上の優先順位なども考慮 されよう。

しか し、各プロジェク ト毎に独立採算性をとっているわけではない し、新規のプロジェク トの

成果を予測 して既存のプロジェクトの成果と比較するのは難 しい。Coomsら(1987)が 指摘 してい

るように、 プロジェク トの当初の目的とは別に、予想外の成果が得られる可能性 もある。

5.お わ り に

これまで見てきたように、R&D活 動の成果(技 術的知識)を 情報財の一種 として とらえ、 これ

が企業組織内部で取引されるという点で、R&D活 動を組織内部の情報活動 と考 えた。R&D成 果 は

情報財の特徴 を部分的にもちつつも、R&D特 有の性質ゆえに、一般的にいわれている情報財 と異

なる性質をもっていた。

企業が必要 とされる技術的知識 を外部から購入せず、R&D活 動 を組織内部で行い、その成果 を

自らの組織内へ投入するのは、そこに何 らかの合理的理由があるか らである。 また、複数のプロ

ジェク トが同時並行的に実施 されている場合には、必ずプロジェク ト間の比較 ・評価 と調整が な

されているはずである。

特に、R&Dの 評価のシステムは、R&D成 果が客観的評価(市 場価格)を もたないために、数量

的に把握す るのは難 しいことが多い。 したがって、R&D活 動の収益性 も推定 しにくくなる。 自ら

がR&Dを 行 わなかったとしたときの機会損失で機会利益 を考えることもあるが、本文でも触れた

ように、その企業が過去 の活動の結果 として蓄積 した知識ス トックに依存 して、そうした機会利

益も変化するであろう。

また、R&Dが 成功するかどうか、そ してそれを生か した製品が市場に供給可能な段階まで到達

するか、リスクを推定するのは、個々のR&Dプ ロジェク トごとに異なって くることもあって、非

常に難 しい。

この分野 における計量分析は、こうした困難のために決定的な方法論 を見いだせ ないままきて

いるが、早急 にR&D活 動の成果 を把握す る指標づ くりと評価の方法の編み出されることが期待 さ
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れ る。

(注)

*1こ の中に含 まれるのは、教育、研究開発、コミュニケーシ ョン(通 信) 、情報機器、情報サ
ービスである。

*2ポ ラ トの分類は、市場に情報 を供給する第一情報部門、組織 内部で消費 される情報サービ

スを生産する第二情報部門、それ以外の非情報部門となっている。

*3彼 らが挙げた性質は、公共財的性質、不確実性、外部効果、不可逆性、不可分割性、減価

速度、以上の6つ である。
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